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※上記は過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
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過去100年で東京都の人口は大きく増加

過去100年間で東京都の人口は大きく増加しました。

2012年に自然増減(出生数-死亡数)はマイナスに転じ

ましたが、それを上回って社会増減(転入者数-転出者

数)がプラスを維持していたため、その後も総人口は順

調に増加しました。

また2020年以降も社会増は継続しているものの、コ

ロナ禍における在留外国人の帰国などを背景に増加幅

が縮小しました。これにより、東京都の人口動態に変調が

見られたとして話題になりましたが、足元の人口は回復

していることが確認されています。

一般的に人口動態の変化は、賃貸住宅やオフィス・商業

施設といった不動産需要に大きく影響する要因の一つと

されています。

「東京都の最新人口予測から見るJ-REIT」

東京都の人口増がJ-REITに与える影響

J-REITが保有する物件のうち、郊外に広大な土地を要

し人口動態の直接的な影響を受けにくい「物流施設」を除

いた場合、都心5区を含む「東京23区」内に所在する物

件が全体の半分以上を占めていることがわかります。さ

らに23区外や東京都近郊といった「関東地方」の物件ま

で含めると全体の7割を超えています。

以上のことから、今後も続くと予測される東京都の人口

増加は、J-REITにとってプラス要因と考えられます。

2023年5月23日

（図1）東京都の人口推移

※自然増減は1920～2021年、社会増減は1954～2021年
（出所）「「未来の東京」戦略 附属資料 東京の将来人口」を基に

三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

※「物流施設」を除く取得価格ベース、端数処理の関係で100%にならな
い場合があります

（出所）三井住友トラスト基礎研究所のデータを基に三井住友トラスト・
アセットマネジメント作成

（図3）J-REIT保有物件の地域別構成比（％）

今後も都心5区を中心に人口増の見込み

東京都が2023年3月に発表した人口予測では、

2020年から2035年にかけて東京23区の人口は増加

し、特に都心5区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷

区）が大きく増加することが示されています。

また国内における東京都の人口が占める割合も増加し、

東京都の人口一極集中は今後も継続すると見られます。

人口の高齢化についても、国内全体と比べて東京都の

高齢化率は低く、上昇のペースも相対的に緩やかになる

と予測されています。

＊東京23区は都心5区を除く
※グラフの起点を100として指数化
（出所）「東京都の人口予測」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の

将来推計人口(令和5年推計)」を基に三井住友トラスト・アセット
マネジメント作成

（図2）東京都の人口予測
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